
みやま市国民保護計画の変更概要 

 

１ 趣旨 

  「みやま市国民保護計画」は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律」（平成 16年９月 17日施行）に基づき、みやま市内において生じた武力攻撃事態等から住民の

生命、身体及び財産を保護し、住民等の生活への影響が最小となるよう、必要な事項を定めた計画

である。 

  平成 19年１月にみやま市国民保護計画を策定後、国の「国民の保護に関する基本指針」及び

「福岡県国民保護計画」が変更されたことを踏まえ、本計画の変更を行うもの。 

 

２ 主な変更内容 

  「国民の保護に関する基本指針」及び「福岡県国民保護計画」の変更を反映 

区分 主な変更点 主な変更内容 
ページ 

（新旧対照表） 

国民の保護に関

する基本指針 

警報等の情報伝

達手段の追加 

非常時の国民への情報伝達手段として、緊急情報ネットワークシス

テム（Em-Net）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）を追加 
5、11、12 

安否情報システ

ム関係 

市が収集した避難住民等の安否情報を、安否情報システムを用いて

県に報告することを追加 
5 

武力攻撃事態等

合同対策協議会

関係 

国・県の現地対策本部が設置され、国の現地対策本部長が武力攻撃

事態等合同対策協議会を開催する場合に、当該協議会へ参加し、国

民保護措置に関する情報交換や相互協力に努めることを追加 

11 

避難行動要支援

者関係 

避難行動要支援者に関する記載を修正 

 （旧）災害時要援護者 → （新）避難行動要支援者 

 （旧）避難支援プラン → （新）避難行動要支援者名簿  等 

全般 

武力攻撃原子力

災害関係 

以下について修正・追加 

 ・モニタリングの実施        ・安定ヨウ素剤の服用 

 ・避難退域時検査及び簡易除染の実施 ・飲食物の摂取制限 等 

15、16 

避難施設関係 
県が行う避難施設の指定に際し、施設の収容人数、構造、保有設備

等の必要な情報を提供することを追加 
6 

福岡県国民保護

計画 

関係機関の連絡

窓口 

関係機関の名称等の変更 

 （旧）原子力保安院 → （新）原子力規制庁   

 （旧）防衛施設庁  → （新）防衛装備庁   等 

17～28 

災害拠点病院一

覧表 

新規指定を受けた病院の追加 

 ヨコクラ病院 等 
48 

感染症指定医療

機関一覧 

第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関の新設 

等 
48、49 

その他 
表記の変更 

みやま市「障がい」の表記に関する指針に基づく変更 

 （旧）障害者 → （新）障がい者 
全般 

市の組織改編 企画部、地域・防災課等の追加  全般 
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